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平成１５年９月２９日

経 済 産 業 省

平成１５年上期工場立地動向調査（速報）要旨

１．全国の工場立地の概況

平成１５年上期の工場立地件数は、４３２件、立地面積が５５２ha（図－１）と、立地件数、面積と

もに、半期別の集計を開始した昭和５５年以降最低の水準であった平成１４年上期を上回り、前年

同期比で立地件数が４８件（１２．５％）増、立地面積も同様に１５９ｈａ（４０．６％）の大幅増となっ

た。こうした増加の理由は、景気低迷の長期化による新規投資のマインドの下げ止まり感、中国等

の海外立地に対する国内立地の優位性の見直しが進みつつあると考えられる。くわえて、今期立

地動向における上位業種や地域が前年同期に比較して変動していること等を鑑みれば、近年に増

して国内生産拠点の集約再編の動きに拍車が掛かっていること等が考えられる。

図－１ 全国の工場立地の推移

また、各自治体による企業誘致策の創意工夫が大いに奏功しているケースも多く報告されてい

る。例えば、事業用定期借地制度やリース制度等による賃貸型の用地取得の増加が特筆される。

岩手県では６件のうち３件が土地、建物の賃借による立地であり、秋田県でも９件中４件が借地に

よる立地であった。近畿圏では３割以上が四国においては６割以上が借地による立地であり、特に

香川県においては高松東ファクトリーパーク及び東かがわ市西山工業団地への借地制度の導入

により立地の全てが借地によるものであった。他にも、産業立地促進税制（不動産取得税の軽減）
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や土地分譲代金の長期分納制度等を活用した立地が全体の半数を占めた愛知県などの例もあ

る。

こうした立地企業の初期投資を抑制する傾向を的確に捉えた施策が奏功した結果、立地件数、

面積の増加、借地型立地、跡地立地等の増加に顕著に現れたことが今期の工場立地動向の特徴

といえる。（図－２）

また、速報における集計対象ではないが、廃止事業所の跡地を取得する立地も目立っている。

栃木県では１７件の立地件数のうち４件が分譲済み団地内の廃止事業所の跡地を取得したもので

あったほか、千葉県においても６件の立地のうち４件が既存工業団地内の工場跡地への立地であ

ったこと等、工場跡地や施設へ立地が各地から報告されている。

くわえて、立地条件が良く、立地の多かった都市圏近隣等においては、工業団地や産業拠点等

への立地が増えていることも今期の特徴である。

図－２ 借地による立地件数と、全立地件数に対する割合

２．地域別立地状況

今期の立地件数においては、前年同期より増加した都道府県は２７都道府県、減少した県は１６

県、変動なしが４県であった。立地件数では前年同期に引き続き静岡県２８件、兵庫県２７件の順

に多かったが、前年同期に１２位であった群馬県（２３件）が新たに３位になったことが特筆される。

また、地域ブロックでみると、関東内陸と近畿内陸でそれぞれ２２件、１０件の増加がみられた。一

方、立地面積では三重県、群馬県、愛知県、秋田県の順となったが、とりわけ三重県では前年同期

比でおよそ１０倍、群馬県は２倍、秋田県では８倍を超える立地面積があったことが特筆される。そ

の他、北東北全体でも前年同期比で６倍近くの立地面積であり、全体として大規模の立地が報告さ

れている。三重県では３０ｈａを超える大規模立地が報告された他、秋田県では１０ｈａ以上の立地

が１件、その他福島県、群馬県等からも報告されている。（図－３、４）

また、今期の立地動向の地域的な特徴として、既存の地域の核企業や集積に関連する企業に

(注)　平成４～８年までの立地件数は、各年の立地件数に１／２を掛けて半期ベースに直したものである。
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よる立地が多くみられたことがあげられる。例えば秋田県における既存の医薬・医療用品関連企業

による立地や、三重県の大型誘致に伴う関連産業による立地等である。

さらに、近年の傾向としては、都市圏における立地の割合が増加しつつあることがあげられる。と

くに今期は都市圏及びその近隣地域において、工業団地や産業拠点、あるいは工業系用途地域

への立地の増加が報告されている。例えば、栃木県や千葉県、岐阜県等では分譲済み団地内の

工場跡地の取得が目立ったほか、神奈川県でも全ての立地が工業系用途地域であった。静岡県

からも分譲が本格化した神場南企業団地等への立地の増加、愛知県豊明市の新左山工業団地、

三重県の安濃工業団地、ほか、滋賀県においても工業団地への立地が活発であった。大阪府にお

いては、府内の工業団地や泉州地域の産業拠点や工業団地への立地が活発であった。広島県に

おいても高屋東工業団地の大規模分譲が奏功したほか、九州地域においても半数近くが工業団

地内への立地であった。こうした都市圏への立地の増加の理由としては、企業のニーズを的確に

捉えた施策の実施等のほか、とりわけ都市圏への立地に際し価格や制度などの様々な制約条件

が緩和されてきたことなども大きく影響しているとみられている。（図－５）

図－３ 地域別立地件数の年次比較

図－４ 地域別敷地面積の年次比較
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各地域の含まれる都道府県
北海道 北海道 近畿内陸 滋賀、京都、奈良

北東北 青森、岩手、秋田 近畿臨海 大阪、兵庫、和歌山

南東北 宮城、山形、福島、新潟 山陰 鳥取、島根
関東内陸 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 山陽 岡山、広島、山口

関東臨海 埼玉、千葉、東京、神奈川 四国 徳島、香川、愛媛、高知

東 海 静岡、愛知、岐阜、三重 北九州 福岡、佐賀、長崎、大分

北 陸 富山、石川、福井 南九州 熊本、宮崎、鹿児島、沖縄

図－５ 都市圏と地方圏の工業立地件数割合の推移

３．業種別立地状況

今期の業種種別工場立地においては、立地件数が多かった業種の１～４位は、食料品（６２件、

前年同期比１７．３％減）、金属製品（４２件、同３５．５％増）、一般機械（３９件、同８．３％増）、化

学工業（３７件、同７６．２％増）の順となっており、前年同期４位だった輸送用機械が化学工業に代

わったこと、情報通信機械、ゴム製品、化学工業等の前年同期増加率が高かったこと、金属製品

が前年同期比で１１件増加したこと等が特徴としてあげられる。また今期大幅に立地件数を減少し

た食料品業種による県外立地の傾向が引き続いているほか、化学工業、プラスチック業種による

県外立地が目立ったのも今期の立地動向の特徴である。

その他、秋田県では風力発電所、再生資源活用のリサイクル業の近年の継続立地、九州地区
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のリサイクル関連企業の立地等、環境関連業種も引き続き立地がみられた。また、こうした環境関

連やリサイクル等の新しい動きにくわえ、岐阜県における電磁部品製造企業や、広島県に立地した

産業機械メーカーのように電気設備機器、環境機器開発等の研究開発から、省エネルギー、食品

加工システム等の環境対応型の機器の生産を検討し立地する企業といった、新技術活用型の企

業による立地も徐々にみられるようになっていることも近年における特徴の一つである。このほか、

三重県においてみられた、液晶関連の大型立地に伴う、ＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）関連業

種の集中立地も特筆される。

次いで、主な業種の立地件数の推移をみると、前年同期比で、食料品を除き軒並み増加してお

り、立地件数において増加幅の大きかったのは金属製品の１１件増、プラスチック製品の９件増で

あった。また立地面積では食料品と一般機械を除き大幅に増加しており、特にプラスチック製品の

２１ｈａ増、窯業土石の１４ｈａ増、輸送用機械の１３ｈａ増と目立っている。（図－６、７）

図－６ 主な業種の工場立地件数の年次比較

図－７ 主な業種の工場立地面積の年次比較
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４．立地地域選定理由

今期の立地動向における「最も重要な理由」の立地地域選定理由の動向をみると、「用地面積

の確保が容易｣が６１件、全回答件数に対する割合が１８．１％（前年同期１９．０％）と引き続き第１

位を占めている。次いで「市場への近接性」で４５件、同１３．４％、第３位が「本社への近接性」で４

３件、第４位は「関連企業への近接性」３８件、同１１．３％（前年同期５位）となった。立地選定にお

いては他事業所への近接性を重視する回答が大きく目立ったことが特徴である。（図－８）

また海外への立地の検討を実施した企業の割合は微増、検討先としては、昨年に引き続き中国

が圧倒的に多かった。

図－８ 立地地域選定理由の比率

(注) ◎：最も重要な理由、○：重要な理由

５．研究所及び外資系企業の立地状況

（1）研究所の立地状況

独立した研究所の立地件数は前年同期比で３件増加し９件となった。

今期の研究所立地の特徴として特に目立った地域は関東内陸、関東臨海である。研究分野は

工学研究所が多く、化学と一般機械が多かった。関東地区においては、茨城県のナノテクノロジー

関連、栃木県の溶融炉肥培処理関連、建築金物製品製造に関連、群馬県の自動車部分品の研究

開発、神奈川県の真空ポンプに係る開発、電磁波に関する研究等の研究所立地がみられた。今期

の研究所立地の特徴としては、環境、通信技術、運輸、新製造分野に係る立地が目立ったことが

あげられる。（図－９）

0

5

10

15

20

原
材
料
等
の
入
手

市
場
へ
の
近
接
性

関
連
企
業
へ
の
近
接

労
働
力
の
確
保

人
材
の
確
保

本
社
へ
の
近
接
性

国
の
助
成
・
協
力

県
・
市
・
町
・
村

経
営
者
等
の
つ
な
が
り

他
企
業
と
の
共
同
立
地

工
業
用
水
の
確
保

対
事
業
所
サ
ー
ビ
ス

学
術
研
究
機
関
の
充
実

用
地
面
積
の
確
保

地
価

良
好
な
住
環
境

そ
の
他

合計
◎(最も重要な理由)
○(重要な理由)

(％)



- 5 -

また、研究開発機能の付設を予定している工場の割合は２３．１％（前年同期２５．３％）で、２．２

ポイント減少した。

図－９ 研究所立地件数の推移

（2）外資系企業の立地状況

外資系企業の立地件数は７件で、前年同期比で１件の増加となった。

外資比率５０％以上の外資系企業の工場立地件数は７件で、前年同期（６件）から１件増加した

（図－１０）。

地域別では、東海、山陽が各２件、北海道、関東内陸、近畿内陸が各１件となった。

業種別では、化学が３件、精密機械が２件、食料・飲料、情報通信が各１件となった。

国（国地域）別では、英国が３件、米国、ドイツが各２件であった。

図－１０ 外資系企業の工場立地件数の推移
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あとがき

工場立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されており、その対象は全国の

製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く）、ガス業、熱供給業のための工場又は事業場を

建設する目的をもって取得（借地を含む）された１，０００㎡以上の用地（埋立予定地を含む）であ

る。また昭和６０年からは独立した研究所（民間の試験研究機関で、主として前記４業種に係る分

野の研究を行うものに限る）の用地も併せて調査している。

今回は平成１５年（１月～６月）の結果をとりまとめたものである。配布回収の状況等について

は、調査対象とみられる４６２の事業所等に調査票を配布し、４５０の調査票を回収した。そして、そ

のうち調査対象外を除く４４１（工場立地４３２、研究所９）事業所の調査票について取りまとめた。

なお、本文中の数値については平成１４年までの立地件数、立地面積の数値は確報値を使用し

たが、平成１５年上期の数値は、速報値を用いた。また、平成１４年上期の集計より平成１４年３月

改訂の日本標準産業分類にしたがって集計した。

（注） 工場立地面積、増減率等の数値は、四捨五入の関係で、構成項目を個々に足した値と合

計が異なる場合がある。

問い合わせ先

経済産業省経済産業政策局

地域経済グループ

地域経済産業政策課

柿崎、中野

ＴＥＬ０３－３５０１－１６９７
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１．はじめに

工場立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されており、その対象は全

国の製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く 、ガス業、熱供給業のための工場又）

は事業場を建設する目的をもって取得（借地を含む）された１，０００㎡以上の用地（埋立

予定地を含む）である。また昭和６０年からは独立した研究所（民間の試験研究機関で、主

として前記４業種に係る分野の研究を行うものに限る）の用地も併せて調査している。

今回は平成１５年（１月～６月）の結果をとりまとめたものである。配布回収の状況等に

ついては、調査対象とみられる４６２の事業所等に調査票を配布し、４５０の調査票を回収

した。そして、そのうち調査対象外を除く４４１（工場立地４３２、研究所９）事業所の調

査票について取りまとめた。

なお、本文中の数値については平成１４年までの立地件数、立地面積の数値は確報値を使

用したが、平成１５年上期の数値は、速報値を用いた。また、平成１４年上期の集計より平

成１４年３月改訂の日本標準産業分類にしたがって集計した。

（注） 工場立地面積、増減率等の数値は、四捨五入の関係で、構成項目を個々に足した値

と合計が異なる場合がある。
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２．全国の工場立地の概況

平成１５年上期の工場立地件数は、４３２件、立地面積が５５２haと、立地件数、面積ともに、半

期別の集計を開始した昭和５５年以降における最低の水準であった平成１４年上期を上回る結果

となった。前年同期比で立地件数が４８件（１２．５％）増、立地面積も同様に１５９ｈａ（４０．６％）の

大幅増となった。こうした増加の理由については、景気低迷の長期化による新規投資のマインドの

下げ止まり感や、中国等の海外立地に対する国内立地の優位性の見直しが進みつつある側面が

あると考えられる。くわえて、今期立地動向における上位業種や地域が前年同期に比較して変動し

ていること等を鑑みれば、近年に増して国内生産拠点の集約再編の動きに拍車が掛かっているこ

と等が考えられる。

また、その一方で、各自治体による企業誘致策の創意工夫が大いに奏功しているケースが多く

報告されている。例えば、事業用定期借地制度やリース制度等による賃貸型の用地取得の増加が

特筆される。岩手県においても６件のうち３件が土地、建物の賃借による立地であり、秋田県でも９

件中４件が借地による立地であった。近畿圏では３割以上が四国においては６割以上が借地によ

る立地であり、香川県においては高松東ファクトリーパーク及び東かがわ市西山工業団地への借

地制度の導入により立地の全てが借地によるものであったこと等が特筆される。他にも、産業立地

促進税制（不動産取得税の軽減）や土地分譲代金の長期分納制度等を活用した立地が全体の半

数を占めた愛知県などの例もある。

こうした立地企業の初期投資を抑制する傾向を的確に捉えた施策が奏功した結果、立地件数、

面積の増加、借地型立地、跡地立地等の増加に顕著に現れたことが今期の工場立地動向の特徴

といえる。

また、速報における集計対象ではないが、廃止事業所の跡地を取得する立地も目立っている。

栃木県では１７件の立地件数のうち４件が分譲済み団地内の廃止事業所の跡地を取得したもので

あったほか、千葉県においても６件の立地のうち４件が既存工業団地内の工場跡地への立地であ

ったこと等、工場跡地や施設へ立地が各地から報告されている。

くわえて、立地条件が良く、立地の多かった都市圏近隣等においては、工業団地や産業拠点等

への立地が増えていることも今期の特徴である。

（1）平成１５年（１月～６月、以下同様）の工場立地件数は４３２件で、前年同期（平成

１４年上期、３８４件）比で４８件（１２．５％）の増加となったが、これは半期別の

集計が実施された昭和５５年以降における最低の立地件数であった１４年上期に次いで

低い立地件数となった。これまでで最も立地件数が多かった平成元年下期の２，２１８

件と比較すると２割以下（１９．５％ 、また平成元年上期の１，９３９件と比較して）

も２割程度（２２．３％）の低い水準となっている（図－１、付表 。）

（2）立地面積は５５２h aで、前年同期（３９３ｈａ）比で１５９h a（４０．６％）の大

幅な増加となった。平成１４年上期、下期のそれぞれ３９３ｈａ、４８０ｈａは、昭和
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４２年以降における最低の立地面積であったが、本年上期においては１年ぶりに５００

ｈａ台に回復した（図－１、付表 。）

（ ） ． 、3 工場立地１件当たりの立地面積は平成１２年上期の１ ３６ｈａには及ばないものの

平成１４年上期の１．０２h aに対しては０．２６ｈａ（２５．５％）と大幅に増加し

た。これは、今期において３万㎡以上の立地が前年同期に比べ増加したことに大きく起

因するものである（付表 。）

図－１ 全国の工場立地の推移

（4）旧工場からの機能移転を伴う立地（工場の移転による立地）件数は１７８件で、前年

同期比１５件 ９ ２％ 増 移転でない立地件数は２５４件で 前年同期比３３件 １（ ． ） 、 、 （

４．９％）増であり、前年に続き移転でない件数が移転を大幅に上回っているが、移転

、 ． ． （ 、 ）。でない割合は 前年同期比で１ ２ポイント増加し５８ ８％となった 図－２ 付表

図－２ 工場立地件数の推移（移転・移転でないの別）

（5）工業団地内への立地件数は２１１件、団地外への立地件数は２２１件であり、全立地
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件数に占める工業団地内への立地の割合は、前年同期比で６．４ポイント増加し４８．

８％となった（付表 。）

（6）本社が、工場立地した都道府県以外にある場合の立地（以下 「県外立地」という ）、 。

件数は１４８件であり、前年同期比で、件数では２０件（１５．６％）増加し、割合で

も０．９ポイント増加し、全立地件数に占める割合は３４．３％となった（図－３、付

表 。）

図－３ 県外立地件数と県外立地件数が全工場立地件数に占める割合の推移

（7）資本金規模別の立地件数では、最も多かったのは１千万～５千万未満の１８７件（４

３．７％ 、次いで、５千万～１億未満の４４件（１８．０％）となっている。前年同）

期比の増減では、１～１０億未満以外の全ての階層で増加した。最も増加幅が大きかっ

たのは５千万～１億未満の階層で、５４件から７４件へ２３件（４２．６％）の増加を

みた。また同様に構成比においても前年同期比で、１４．２から１８．０へ３．８ポイ

ントの増加をみ、全階層のなかで最も立地が活発であった階層である。また、減少幅が

、 、 （ ．最も大きかった階層は １億～１０億未満の階層で ５４件から４４件へ１０件 １８

５％）の減少をみた。

特徴としては、１千万～５千万未満層による立地が最も活発であり、構成比が最も高

い傾向が続いているが、１４年上期以降、１００件台後半と低迷している（図－４、付

表 。）
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図－４ 工場立地件数の推移（資本金規模別）

（8）工場敷地を借地して立地した工場の件数は９９件（２２．９％）で、前年同期（７８

件）比で２１件増、２６．９％増加となった。

また、全立地件数に対する借地立地の割合は平成１３年下期の１６．３％以降、一貫

して増加を続け、借地立地の集計を開始した平成４年以降でみても最も高い水準となっ

た（図－５、付表 。）
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３．地域別立地状況

今期の立地件数においては、前年同期より増加した都道府県は２７都道府県、減少した県は１６

県、変動なしが４県であった。立地件数では前年同期に引き続き静岡県２８件、兵庫県２７件の順

に多かったが、前年同期に１２位であった群馬県（２３件）が新たに３位になったことが特筆される。

また、地域ブロックでみると、関東内陸と近畿内陸でそれぞれ２２件、１０件の増加がみられた。一

方、立地面積では三重県、群馬県、愛知県、秋田県の順となったが、とりわけ三重県では前年同期

比でおよそ１０倍、群馬県は２倍、秋田県では８倍を超える立地面積があったことが特筆される。そ

の他、北東北全体でも前年同期比で６倍近くの立地面積であり、全体として大規模の立地が報告さ

れている。三重県では３０ｈａを超える大規模立地が報告された他、秋田県では１０ｈａ以上の立地

が１件、その他福島県、群馬県等からも報告されている。

また、今期の立地動向の地域的な特徴として、既存の地域の核企業や集積に関連する企業に

よる立地が多くみられたことがあげられる。例えば秋田県における既存の医薬・医療用品関連企業

による立地や、三重県の大型誘致に伴う関連産業による立地等である。

さらに、近年の傾向としては、都市圏における立地の割合が増加しつつあることがあげられる。と

くに今期は都市圏及びその近隣地域において、工業団地や産業拠点、あるいは工業系用途地域

への立地の増加が報告されている。例えば、栃木県や千葉県、岐阜県等では分譲済み団地内の

工場跡地の取得が目立ったほか、神奈川県でも全ての立地が工業系用途地域であった。静岡県

からも分譲が本格化した神場南企業団地等への立地の増加、愛知県豊明市の新左山工業団地、

三重県の安濃工業団地、ほか、滋賀県においても工業団地への立地が活発であった。大阪府にお

いては、府内の工業団地や泉州地域の産業拠点や工業団地への立地が活発であった。広島県に

おいても高屋東工業団地の大規模分譲が奏功したほか、九州地域においても半数近くが工業団

地内への立地であった。こうした都市圏への立地の増加の理由としては、企業のニーズを的確に

捉えた施策の実施等のほか、とりわけ都市圏への立地に際し価格や制度などの様々な制約条件

が緩和されてきたことなども大きく影響しているとみられている。

（ ） 、 、 （ ）、1 地域ブロック別に立地状況をみると 立地件数が多かった地域は 関東内陸 ７１件

東海 ６９件 南東北 ５２件 近畿臨海 ４４件 北九州 ３６件 関東臨海 ２（ ）、 （ ）、 （ ）、 （ ） （

）、 （ ） 。 、 （ ）、７件 南九州 ２７件 の順となっている 同様に立地面積では 東海 １３５ｈａ

（ ）、 （ ）、 （ ）、 （ ）、関東内陸 ９４ｈａ 南東北 ６１ｈａ 北東北 ４２ｈａ 近畿臨海 ３９ｈａ

北九州（３５ｈａ 、近畿内陸（３１ｈａ）の順となっている。）

前年同期に比較して立地件数が増加した地域を、増加数の多い順にみると、関東内陸

（２２件、増加率４４．９％ 、近畿内陸（１０件、同１００．０％ 、南九州（９件、） ）

． ）、 （ 、 ． ）、 （ 、 ． ）、 、同５０ ０％ 南東北 ８件 同１８ ２％ 北海道 ６件 同５４ ５％ 東海

近畿臨海、北東北（各５件、同、各７．８％、１２．８％、４１．７％）となった。ま

た 前年同期に比較して立地面積が増加した地域を 増加幅の多い順にみると 東海 ５、 、 、 （
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９ｈａ、増加率７７．９％ 、北東北（３５ｈａ、同４６６．８％ 、関東内陸（３１ｈ） ）

ａ、同４８．６％ 、近畿臨海（２０ｈａ、同１０６．０％ 、南東北（１６ｈａ、同３） ）

５．１％ 、近畿内陸（１５ｈａ、同９７．８％ 、南九州（１１ｈａ、同７５．１％）） ）

の順となっている。このように、地域ブロック別にみると、立地件数における関東内陸

の増加、立地面積での東海 、北東北、関東内陸地域の増加が目立ったことが、本年上、

期の立地動向において特徴的である。

また、減少については、立地件数において、北九州、北陸の５件減少が最も多く、他

地域の減少幅はそれほど目立つものではないが、立地面積でみると、北九州の２５ｈａ

の減少幅が大きく目立っていることなどが特徴的である。また、近年における立地件数

の推移でみると、前年上期以降の南東北の落ち込み、平成１２年下期以降の下落幅が目

、 （ 、立っているほか 東海が例年の水準にほぼ回復したことなどが特筆される 図－６－１

図－６－２、図－７、付表 。）

（2）都道府県別で立地状況をみると、立地件数が多かった県は、静岡県（２８件 、兵庫県）

（２７件 、群馬県（２３件 、福岡県（２２件 、愛知県（２１件）の順となった。ま） ） ）

た、立地面積の大きかった県は、三重県（５９ｈａ 、群馬県（４６ｈａ 、愛知県（３） ）

８ｈａ 、秋田県（３６ｈａ 、静岡県、兵庫県（各２９ｈａ 、福島県（２８ｈａ 、滋） ） ） ）

賀県（２２ｈａ）の順となった。前年同期比で立地件数の増加数が多かった道府県は、

群馬県 １３件 増加率１３０ ０％ 栃木県 １０件 同１４２ ９％ 京都府 ８（ 、 ． ）、 （ 、 ． ）、 （

件 同４００ ０％ 三重県 ７件 同１００ ０％ 北海道 宮城県 鹿児島県 各、 ． ）、 （ 、 ． ）、 、 、 （

６件、同、各５４．５％、５４．５％、８５．７％）の順となった。一方、減少した県

で減少数が多かった県は、石川県（９件 、愛媛県（８件）などである。）

、 、 （ 、 ． ）、また 立地面積で増加幅が大きかった県は 三重県 ５４ｈａ 増加率９９２ ５％

秋田県 ３２ｈａ 同７４６ ３％ 群馬県 ２７ｈａ 同１４３ ３％ 福島県 １（ 、 ． ）、 （ 、 ． ）、 （

５ｈａ、同１２１．１％ 、兵庫県（１３ｈａ、同８１．６％ 、滋賀県（１１ｈａ、同） ）

１０３．０％）の順となった。一方、立地面積の減少幅が大きかった県は、福岡県（１

５ｈａ 、大分県（１０ｈａ）などである。）

このように、都道府県別にみても立地面積の増加が目立ったことが本年上期における

都道府県別工場立地状況の特徴としてあげられる（付表 。）
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図－６－１ １４地域別立地件数の年次比較

図－６－２ １４地域別敷地面積の年次比較

各地域の含まれる都道府県

北海道 北海道 近畿内陸 滋賀、京都、奈良

北東北 青森、岩手、秋田 近畿臨海 大阪、兵庫、和歌山
南東北 宮城、山形、福島、新潟 山陰 鳥取、島根

関東内陸 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 山陽 岡山、広島、山口

関東臨海 埼玉、千葉、東京、神奈川 四国 徳島、香川、愛媛、高知

東 海 静岡、愛知、岐阜、三重 北九州 福岡、佐賀、長崎、大分
北 陸 富山、石川、福井 南九州 熊本、宮崎、鹿児島、沖縄

（3）今期の立地状況を、旧工場からの機能移転を伴う立地（移転による立地 、旧工場から）

の機能移転を伴わない立地（移転でない立地）別について都道府県別にみると、移転に

よる立地件数が多かった県は、群馬県、静岡県（各１２件、割合各５２．２％、４２．

９％ 、大阪府（１０件、同７６．９％）であり、移転でない立地件数が多かった道県）

は、兵庫県（１９件、割合７０．４％ 、静岡県、福岡県（各１６件、同、各５７．１）

、 ． ）、 （ 、 ． ）、 （ 、 ． ）、％ ７２ ７％ 愛知県 １４件 同６６ ７％ 北海道 １３件 同７６ ５％

栃木県（１２件、同７０．６％ 、群馬県、新潟県（各１１件、同、各４７．８％、６）

４．７％ 、三重県、宮城県、鹿児島県（各１０件、同、各７１．４％、５８．８％、）
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７６．９％）の順となっている。一方、新・増設別にみると、新設が多かったのは、兵

庫県（２２件、割合８１．５％ 、福岡県（２１件、同９５．５％）で、増設が多かっ）

たのは静岡県 １０件 割合３５ ７％ 愛知県 ７件 同３３ ３％ であった 付（ 、 ． ）、 （ 、 ． ） （

表 。）

図－７ １４地域別工場立地件数の推移

（4）また都市圏（関東臨海、東海、近畿臨海の３地域）の立地件数は１４０件で、前年同

期比７件（５．３％）増あるが、全立地件数に占める都市圏の割合は前年同期３４．６
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％から３２．４％へ２．２ポイント下落した。

一方、地方圏の立地件数は２９２件で、前年同期比４１件（１６．３％）増加し、全

立地件数に占める地方圏の割合は前年同期６５．４％から６７．６％へ２．２ポイント

上昇した。近年の傾向でみると、都市圏への立地の割合が増加しつつあることが特筆さ

れる（図－８、付表 。）

図－８ 都市圏と地方圏の工業立地件数割合の推移

(5）今期の立地状況を、借地による立地件数及び割合でみると、件数が多かった地域は、北

九州（１５件、割合４１．７％ 、近畿臨海（１４件、同３１．８％ 、関東内陸、東海） ）

（各１１件、同、各１５．５％、１５．９％）の順となっている。一方借地の割合が多

かった地域は、四国（６０．０％ 、北東北（４７．１％ 、北九州（４１．７％）とな） ）

っており、借地の割合が４割を超える地域が多くみられたことが特徴的である。

また、同様に都道府県別にみると、件数が多かったのは福岡県（１１件、割合５０．

）、 （ 、 ． ）、 、 、 （ 、 、 ．０％ 兵庫県 ８件 同２９ ６％ 北海道 静岡県 香川県 各６件 同 各３５

、 ． 、 ． ） 、 、 （ ． ）、３％ ２１ ４％ ８５ ７％ であり 割合が多かったのは 愛媛県 １００ ０％

香川県（８５．７％ 、岩手県（６６．７％ 、岡山県（６０．０％）等である。これら） ）

の道県では工場立地３件のうち１件以上は借地による立地であり、こうした借地制度を

導入する自治体等は、今後も引き続き増加すると見込まれている（付表 。）
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４．業種別立地状況

今期の業種種別工場立地においては、立地件数が多かった業種の１～４位は、食料品、金属製

品、一般機械、化学工業の順となっており、前年同期４位だった輸送用機械が化学工業に代わっ

たこと、情報通信機械、ゴム製品、化学工業等の前年同期増加率が高かったこと、金属製品が前

年同期比で１１件増加したこと等が特徴としてあげられる。また今期大幅に立地件数を減少した食

料品業種による県外立地の傾向が引き続いているほか、化学工業、プラスチック業種による県外

立地が目立ったのも今期の立地動向の特徴である。

その他、秋田県では風力発電所、再生資源活用のリサイクル業の近年の継続立地、九州地区

のリサイクル関連企業の立地等、環境関連業種も引き続き立地がみられた。また、こうした環境関

連やリサイクル等の新しい動きにくわえ、岐阜県における電磁部品製造企業や、広島県に立地した

産業機械メーカーのように電気設備機器、環境機器開発等の研究開発から、省エネルギー、食品

加工システム等の環境対応型の機器の生産を検討し立地する企業といった、新技術活用型の企

業による立地も徐々にみられるようになっていることも近年における特徴の一つである。このほか、

三重県においてみられた、液晶関連の大型立地に伴う、ＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）関連業

種の集中立地も特筆される。

1 立地件数が多かった業種は 食料品 ６２件 前年同期比１７ ３％減 金属製品 ４（ ） 、 （ 、 ． ）、 （

２件、同３５．５％増 、一般機械（３９件、同８．３％増 、化学工業（３７件、同７） ）

６．２％増 、プラスチック製品（３４件、同３６．０％増 、輸送用機械（３１件、同） ）

１９％増 、窯業・土石製品（２２件、同４．８％増 、飲料・たばこ・飼料（２１件、） ）

同１０．５％増）の順となっており、２０件以上の立地があった上位８業種の立地件数

２８８件は、全立地件数（４３２件）の６６．７％を占めた。

これらの結果、今期の業種別立地件数の順位は、前年同期比で減少したものの１位の

食料品は変わらず、２位が金属製品、３位が一般機械と順位が入れ替わり、４位は前年

同期の輸送用機械に代わり、化学工業となった。また、前年同期比の増加率が高かった

のは 情報通信機械 ３００ ０％増 ゴム製品 １２５ ０％増％増 化学工業 ７、 （ ． ）、 （ ． ）、 （

６．２％増 、家具（６６．７％増）であり、減少率が大きかったのは、今期、立地の）

無かった繊維工業（１００．０％減 、石油石炭製品（５０．０％減）である。全業種）

のうち最も増加したのは化学工業の１６件増で、次いで金属製品の１１件増も目立った

（付表 。）
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図－９ 主な業種の工場立地件数の推移

注）平成１４年の日本標準産業分類改訂に伴い、以下の調整を実施。

１．旧分類の「出版・印刷」から「新聞業」と「出版業」が情報通信業の「映像・音声・文字情報制作業」に移動し

たため、平成13年上下期の数値は 「新聞業」と「出版業」を除外。、

２．旧分類の「電気機械」から「情報通信機械」と「電子・デバイス」が分離したため、平成13年上下期の数値は、

独立して計算。平成12年下期以前は、３業種の合算値。

３．旧分類の「武器」が 「その他の製造業」に編入になったため、平成13年下期以前の「武器」の値を「その他の、

製造業」に合算。

（2）次いで、主な業種の立地件数の推移をみると、前年同期比で、食料品および一般機械

の立地面積以外の業種で軒並み増加しており、立地件数において増加幅の大きかったの

は金属製品の１１件増、プラスチック製品の９件増であり、立地面積ではプラスチック

製品の２１ｈａ増、窯業土石の１４ｈａ増、輸送用機械の１３ｈａ増などであった（図

－９、図－１０－１、図－１０－２、付表 。）
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図－１０－１ 主な業種の工場立地件数の年次比較

図－１０－２ 主な業種の工場立地面積の年次比較

（3）業種別に立地件数の増減をみると、全２７業種中、前年同期に比べ増加したのは１８

業種、変動なしが２業種、減少した業種が７業種である。減少した業種をみると、食料

品（１３件減 、木材・木製品（７件減 、鉄鋼業、印刷（各６件減 、石油・石炭製品） ） ）

（３件減 、繊維工業、電気業（各２件減）となっており、今期、立地がみられなかっ）

たのは、皮革、熱供給業、繊維工業である（付表 。）

（4）１件当たりの立地面積が大きかった業種は、電気業（７．５４ｈａ／件 、情報通信機）

械（６．０４ｈａ／件 、窯業・土石製品（２．０８ｈａ／件 、木材・木製品（１．８） ）

）、 （ ． ）、 （ ． ）、６ｈａ／件 その他の製造業 １ ７７ｈａ／件 パルプ・紙 １ ６０ｈａ／件

化学工業（１．５３ｈａ／件）であった（付表 。）
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形材料７件、プラスチックフィルム・シート６件の順となった。金属製品では、建設用
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・建築用金属１６件、金属被覆・彫刻業７件、その他の金属６件の順となった。一般機

械では、その他の機械１３件、一般産業機械・装置８件、金属加工機械、事務用・サー

ビス用（各６件 、特殊産業用機械５件の順となった。電気機械では、発電用・送電用）

、 。 、・配電用・産業用電気７件 電子応用装置製造業４件の順となった 情報通信機械では

全８件のうち、通信機械器具・同関連機械器具製造業５件、電子計算機・同附属装置製

。 、 。造業３件の順であった このほか 電子部品・デバイス製造業の１３件も目立っている

輸送用機械では、自動車・同部品が２７件と圧倒的に突出している（付表 。）

（6）業種別県外企業件数を過去５年間の累積立地件数で上位の業種でみると、今期におい

ては、全県外企業立地件数１４８件のうち、化学工業２３件（１５．５％ 、プラスチ）

（ ． ）、 （ ． ）、 、 （ 、ック１６件 １０ ８％ 食料品１２件 ８ １％ 金属製品 一般機械 各１１件

７．４％ 、電気機械５件（３．４％）の順となった。県外企業による立地の特徴とし）

て、１９９０年台後半から、食料品による県外立地が旺盛な傾向が続き、全ての年次に

おいて１０．０％超の水準で推移していたが、今期は、食料品に代わり化学、プラスチ

ックが突出したことが特徴である（付表 。）

図－１１ 立地件数の多い業種の１４地域別分布状況

（7）立地件数の多い４業種について１４地域別の立地先地域の分布状況を地域ブロック別

、 、 、 （ ）、 （ ）、 （ ）、にみると 食料品では 東海 近畿臨海 各１１件 南東北 ９件 関東内陸 ８件

北九州６件、北東北、関東臨海、南九州（各４件）の順になった。金属製品では近畿臨

海 ９件 関東内陸 ６件 南東北 ５件 の順になった 一般機械では関東内陸 ９（ ）、 （ ）、 （ ） 。 （

）、 、 （ ）、 （ ） 。 （ ）、件 東海 北九州 各７件 南東北 ５件 の順となった 化学工業では東海 ９件
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関東内陸、近畿臨海、北九州（各５件）の順となった（図－１１ 。）

また、同様に都道府県別にみると、静岡県、大阪府（各５件 、新潟県、長野県、兵）

庫県（各４件 、宮城県、埼玉県、福岡県、鹿児島県（各３件）の順となった。金属製）

品では群馬県、大阪府、兵庫県（各４件 、富山県、香川県（各３件）の順となった。）

一般機械では、群馬県の６件が突出し、次いで、静岡県（４件）の順となった。化学工

業では静岡県（５件 、兵庫県（４件）の順となった（図－１２ 。） ）
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図－１２ 立地件数の多い業種の都道府県別分布状況
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（ ） 、 （ 、 ． ）、8 ４業種分類別に立地件数をみると 多い順に加工組立型 １６０件 割合３７ ０％

地方資源型（１２７件、同２９．４％ 、雑貨型（７９件、同１８．３％ 、基礎素材型） ）

（５９件、同１３．７％）の順となった。今期の特徴は、前年上下両期において突出し

。 （ 、た地方資源型が減少したことがあげられる 地方資源型は１２７件 前年同期比１８件

１２．４％減）となっており、４業種分類中で減少した唯一の業種である。中でも食料

品の１３件の減少が大きく影響している。

雑貨型は７９件（前年同期比１４件、２１．５％増）となり、そのうちプラスチック

製品（同９件増 、ゴム製品（同５件増）などが大きく影響している。）

基礎素材型は５９件（前年同期比８件、１５．７％増）となり、鉄鋼業の前年同期比

６件の減少が目立っているものの、化学工業の同１６件増などが、基礎素材型の前年同

期比の増加に大きく寄与している。

加工組立型は１６０件（前年同期比３２件、２５．０％増）となった。全ての業種で

前年同期比で増加したが、特に金属製品（同１１件増 、情報通信機械（同６件増 、輸） ）

送用機械（同５件増）等の増加が、加工組立型の前年同期比の増加に大きく寄与してい

る。今期の４業種分類別の立地状況の特徴としては、地方資源型の下落と、加工組立型

の突出が特筆される （図－１３、図－１４、付表 。。 ）

図－１３ 工場立地件数の推移（４業種分類別）

注）平成１４年の日本標準産業分類改訂に伴い、雑貨型、加工組立型の構成を以下に変更。
新分類による4業種分類の内訳

地方資源型：食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維工業、木材・木製品、パルプ・紙、窯業・土石製品

雑貨型 ：衣服、家具、印刷、プラスチック製品、ゴム製品、皮革、その他製造業

基礎素材型：化学工業、石油・石炭製品、鉄鋼業、非鉄金属

加工組立型：金属製品、一般機械、電気機械、情報通信機械、電子・デバイス、輸送用機械、精密機械

旧分類による4型業種分類の内訳（参考）
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図－１４－１ 工場立地件数の年次比較（４業種分類）

図－１４－２ 工場立地面積の年次比較（４業種分類）
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５．立地地域選定理由

今期の立地動向における「最も重要な理由」の立地地域選定理由の動向をみると、「用地面積

の確保が容易｣が引き続き第１位を占めている。次いで「市場への近接性」、「本社への近接性」、

「関連企業への近接性」（前年同期５位）となった。他事業所への近接性を重視する回答が大きく目

立ったことが特徴である。

また海外への立地の検討を実施した企業の割合は微増、検討先としては、昨年に引き続き中国

が圧倒的に多かった。

（l）立地地域の主な選定理由のなかで「最も重要な理由」では、第１位は前年に引き続き

「用地面積の確保が容易」で６１件、全回答件数に対する割合が１８．１％（前年同期

１９．０％）と圧倒的に他の選定理由を引き離している。また第２位は「市場への近接

性」で４５件、同１３．４％、第３位が「本社への近接性」で４３件、同１２．８％と

なっており、第３位までの順位は前年同期と同様であった。第４位は、前年同期に５位

だった「関連企業への近接性」が３８件、同１１．３％となった。

第２位と第３位はそれぞれ「本社への近接性 「関連企業への近接性」であるが、こ」、

れに「対事業所サービス業・流通業への近接性 「他企業との共同立地」をくわえ、自」、

事業所以外の他事業所等への近接性を重視する回答としてみると、全回答３３７件のう

ち９９件（２９．４％）となり、他の事業所との関連性を重視する傾向が強まっている

ことが指摘される。とくに「本社への近接性 「関連企業への近接性」については、前」、

年同期比でそれぞれ１４件（増加率４８．３％ 、１０件（同３５．７％）の回答数の）

増加をみており特徴的である（図－１５、付表 。）

図－１５ 立地地域選定理由の比率

(注) ◎：最も重要な理由、○：重要な理由
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（2）同様に 「最も重要な理由」のうち上位のものを過去の推移でみると 「用地面積の確、 、

」 、 。 、「 」、保が容易 については おおよそ２０％前後で推移している 一方 市場への近接性

「本社への近接性」の構成比の変動は激しいが、跛行的に推移しながらも今期は前年同

期に比較して上昇したことが特徴的である。一方 「労働力の確保」は対照的に安定的、

に推移してきたが、今期は前年に引き続き大きく下落した（図－１６、付表 。）

図－１６ 立地地域選定理由の比率推移（最も重要な理由）

（3）同様に立地件数上位４地域について「最も重要な理由」の回答が多いものを順にみる

と、関東内陸では 「用地面積の確保 （１５件、２５．９％ 「市場への近接性 （１、 」 ）、 」

０件、１７．２％ 「本社への近接性 （８件、１３．８％ 、東海では 「関連企業へ）、 」 ） 、

の近接性 （８件、１９．５％ 「市場への近接性 （７件、１７．１％ 「用地面積の」 ）、 」 ）、

」（ 、 ． ）、 、「 」（ 、 ． ）、確保が容易 ６件 １４ ６％ 南東北では 市場への近接性 ８件 ２３ ５％

「 」（ 、 ． ）、「 」（ 、 ． ）本社への近接性 ６件 １７ ６％ 用地面積の確保が容易 ４件 １１ ８％

の順であった。近畿臨海では 「用地面積の確保が容易 （７件、１８．４％ 「本社へ、 」 ）、

」（ 、 ． ）、「 」（ 、 ． ） 。の近接性 ６件 １５ ８％ 原材料入手の便 ５件 １３ ２％ の順であった

このように上位地域においても本社や関連企業等の他事業所への近接性を重視する回答

が目立っている。

、 「 」 、次に 立地件数上位５件について 最も重要な理由 の回答が多いものを順にみると

静岡県では 「市場への近接性 「関連企業への近接性 「本社への近接性 、兵庫県で、 」、 」、 」

は 「原材料入手の便 「本社への近接性 「用地面積の確保が容易 「地価」が同数、 」、 」、 」、

で３件、群馬県では 「用地面積の確保が容易 「市場への近接性 、福岡県では 「本、 」、 」 、

社への近接性 、次いで「関連企業への近接性 「経営者等の個人的つながり 「用地」 」、 」、

面積の確保が容易」が同数で３件、愛知県では 「関連企業への近接性 「用地面積の、 」、

確保が容易」が同数で２件 「市場への近接性 「労働力の確保 「本社への近接性」、 」、 」。

が同数で１件の順となっている。このように今期の立地地域選定理由の特徴は、近接性
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を重要視する回答が多く、大都市圏に近接し、用地確保が比較的容易であった地域への

立地が多かったことがあげられる（付表 。）

（4）同様に県内企業と県外企業とに分けて「最も重要な理由」を比較すると、県内企業で

は 「用地面積の確保が容易」が最も多く４２件（構成比１８．７％ 「本社への近接、 ）、

性」が４１件（同１８．２％ 、次いで「関連企業への近接性」が２５件（同１１．１）

％ 市場への近接性 が２４件 １０ ７％ の順となった 一方 県外企業では 市）、「 」 （ ． ） 。 、 「

」 （ ． ）、「 」 （ ．場への近接性 が２１件 同１８ ８％ 用地面積の確保が容易 が１９件 同１７

）、「 」 （ ． ）、「 」 （ ．０％ その他 が１６件 同１４ ３％ 関連企業への近接性 が１３件 同１１

６％）となっている。このように地域選定の理由について、県内企業では用地面積の確

保を重視し、県外企業については市場への近接性を重視した立地がみられたことが特徴

的である（付表 。）

（5）同様に立地件数上位７業種について「最も重要な理由」の回答が多いものを順にみる

と、食料品では「市場への近接性 「本社への近接性 「用地面積の確保が容易 （各」、 」、 」

８件、各１５．７％）となった。金属製品では「関連企業への近接性 （７件、２３．」

３％ 用地面積の確保が容易 ６件 ２０％ 一般機械では 本社への近接性 用）、「 」（ 、 ）、 「 」、「

地面積の確保が容易 （各５件、１９．２％ 、化学工業では「用地面積の確保が容易」」 ）

（７件、２３．３％ 「市場への近接性 「その他 （各６件、各２０．０％ 、プラス）、 」、 」 ）

「 」、「 」（ 、 ．チック製品では 県市町村の助成・協力 用地面積の確保が容易 各５件 各１８

５％ 、輸送用機械では「関連企業への近接性 「用地面積の確保が容易 （各５件、２） 」、 」

２．７％）となっている。このように立地地域選定の理由について、業種別の特徴がみ

られ、とくにプラスチック製品では「県市町村の助成・協力」が多かったことが特筆さ

れる（付表 。）

（ ） 、 、 （ ）6 工場立地に際し 海外立地の検討を行った企業は 回答のあった全企業 ２４６企業

のうち２０企業（８．１％）であり、前年同期１１企業（３．７％）から微増し、割合

も４．４ポイント増加している。新規立地に際し海外立地を検討する企業の割合は、近

年で最も高くなった。

このなかで検討した地域は、中国１５件、北米が２件、中南米、ヨーロッパ、オセア

ニアが各１件となった。中国が前年同期より１０件増加したことが特徴として特筆され

る。今後も海外立地を検討する企業の立地先として中国を検討する傾向は高まることが

予想される（付表 。）
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６．研究所及び外資系企業の立地状況

（1）研究所の立地状況

独立した研究所の立地件数は前年同期比で３件増加し９件となった。

今期の研究所立地の特徴として特に目立った地域は関東内陸、関東臨海である。研究分野は

工学研究所が多く、化学と一般機械が多かった。関東地区においては、茨城県のナノテクノロジー

関連、栃木県の溶融炉肥培処理関連、建築金物製品製造に関連、群馬県の自動車部分品の研究

開発、神奈川県の真空ポンプに係る開発、電磁波に関する研究等の研究所立地がみられた。今期

の研究所立地の特徴としては、環境、通信技術、運輸、新製造分野に係る立地が目立ったことが

あげられる。

また、研究開発機能の付設を予定している工場の割合は２３．１％（前年同期２５．３％）で、２．２

ポイント減少した。

独立した研究所の立地件数は９件で、前年同期（６件）より３件増でとなり、前年下期と同

数であった（図－１７ 。）

図－１７ 研究所立地件数の推移

都道府県別では、栃木県、神奈川県（各２件 、北海道、茨城県、群馬県、愛知県、長崎）

件にそれぞれ１件ずつで、関東内陸への立地が特に目立った。

また研究分野別にみると、工学研究所が３件と最も多く、業種別にみると化学と一般機械

がそれぞれ２件、金属製品、輸送用機械がそれぞれ１件、業種不明が３件であった（図－１

７、付表 。）

研究開発機能を付設する予定の工場の立地件数は１００件で、前年同期（９７件）より３

件（３．１％）増加しているが、立地した工場全体に占める割合は前年同期（２５．３％）
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． ． 。 ．に対し２ ２ポイント減少し２３ １％となった その内訳で最も多いのは開発研究で２０

６％である。また、基礎研究については構成比は小さいが年々増加傾向を示している（図－

１８、付表 。）

図－１８ 研究機能の付設を予定している工場の割合の推移

研究開発機能の付設予定数が多かった地域は、関東内陸（２２件 、東海（１３件 、関東） ）

臨海（１１件）であるが、付設予定率では、近畿臨海（４５．０％ 、関東臨海（４０．７）

％ 、関東内陸（３１．０％）である。）

都道府県別に研究開発機能の付設を予定する工場の立地が多かった県をみると、多い順に

群馬県（８件 、福島県、埼玉県、長野県（各７件 、兵庫県（６件）であるが、付設予定率） ）

では、石川県（１００．０％ 、岐阜県（６６．７％ 、長野県（６３．６％ 、福島県（５） ） ）

８．３％ 、滋賀県（５５．６％）の順となった（付表 。） ）

基礎研究：特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮説や理論を形成するため若しくは現象や観

察可能な事実に関して新しい知識を得るために行われる理論的又は実践的研究。

応用研究：基礎研究によって発見された知識を利用して、特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめ

る研究及び既に実用化されている方法に関して、新たな応用方法を探索する研究。

開発研究：基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識の利用であり、新しい材料、装置、製品、

システム、工程等の導入、又は既存のこれらのものの改良をねらいとする研究。
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（2）外資系企業の立地状況

外資系企業の立地件数は７件で、前年同期比で１件の増加となった。

外資比率５０％以上の外資系企業の工場立地件数は７件で、前年同期（６件）から１件増

加した（図－１９ 。）

地域別では、東海、山陽が各２件、北海道、関東内陸、近畿内陸が各１件となった。

業種別では、化学が３件、精密機械が２件、食料・飲料、情報通信が各１件となった。

国（国地域）別では、英国が３件、米国、ドイツが各２件であった（付表 。）

図－１９ 外資系企業の工場立地件数の推移
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付    表 

※年度確報の個別表リストを参照ください 
 




